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千葉県養豚密集地域で２０１８年に再流行した豚流行性下痢の要因調査
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はじめに
豚流行性下痢（PED）はコロナウイルス科アルファ
コロナウイルス属PEDウイルス（PEDV）による豚の
急性下痢を主徴とする伝染病である。哺乳豚では嘔吐
や黄色水様性の下痢、母豚は嘔吐、食滞、泌乳減少ま
たは停止、肥育豚は黄色または灰白色水様性の下痢を
呈す 8)。哺乳豚は重篤化しやすく死亡率は１００％に達す
るが、日齢が進むにしたがって発症しない豚もいる 3)。
肥育豚は発症してもその症状は軽度ではあるが下痢便
中のウイルス量は哺乳豚とほとんど差がないほど多
く 1,7)、肥育豚群での発生は感染拡大の要因になると考
えられる。
PEDVはS遺伝子の系統樹解析により、少なくとも

GroupⅠとGroupⅡの２つの遺伝子グループに分類さ
れる。国内では１９９４年から１９９６年にかけて GroupⅠ
に分類される株が流行し、その後は散発的な発生を経
てほぼ沈静化していった。国外においては、２０１０年以
降、中国でGroupⅡaに分類される株が流行すると、
２０１３年には米国で初めてPEDV（GroupⅡb、北米型）
による大規模な流行が起こった 10)。日本においても同
時期の２０１３年１０月に北米型による PEDが発生し、
２０１４年８月までに３８都道府県８１７戸の発生が報告され
（以降、２０１３年１０月から２０１４年８月を２０１３年シーズンと
記し、他の年は９月から８月を１シーズンとする）、大
きな経済的被害をもたらした 6)。千葉県においては、
２０１４年３月を初発として８月までに計１１１件の発生が
あった。その後の発生は２０１４年シーズンでは４１件、
２０１５年シーズンは２０件、２０１６年シーズンは１６件、さら
に２０１７年シーズンは９件まで減少していった。しかし、
２０１８年シーズンに再び発生は増加し、２０１８年１２月から

翌年８月までに９８件と初発の２０１３年シーズンと変わら
ない発生件数となった。なお９８件中８３件は、県内養豚
場の５４．６％が集中する養豚密集地域の４市町（Ａ、Ｂ、
Ｃ及びＤ）での発生であった。
今回著者らは、再度流行した原因を検証するため、
発生の多かった養豚密集地域４市町を対象に、１）前
回流行した２０１３年シーズンとの発生状況の比較、２）
２０１８年シーズン流行前の繁殖豚及び肥育豚の PEDV
抗体保有状況を調査するとともに、３）PEDVの遺伝
子解析を実施した。また、PED蔓延の要因を分析する
ため、４）養豚密集地域を対象としたアンケート調査、
及び２０１８年シーズンに発生した全農場への聞き取り調
査を行った。

１．材料及び方法
１）発生状況の比較
２０１３年シーズンと２０１８年シーズンの発生状況を比較
するために、４市町について発生頭数、哺乳豚致命率、
ワクチン接種の有無、症状消失までの日数を比較した。
哺乳豚の致命率は、徴求報告で得られた哺乳豚死亡頭
数 ÷ 哺乳豚発症頭数、症状消失日はPEDと診断され
た日（発生日）から徴求報告で症状がなくなり再発し
なくなった日とし、Mann-Whitney検定を行った。徴
求報告は発生日から症状消失８週間後の清浄復帰まで、
母豚・肥育豚（９０日齢以上）・離乳豚・哺乳豚ごとの死
亡頭数・発症頭数を週１回農場ごとに報告してもらっ
た 4)。

２）２０１８年シーズン再流行前のPEDV抗体保有状況
２０１８年シーズン再流行前の繁殖豚の抗体保有状況、
及び発生の少なかった２０１７年シーズン前と２０１８年シー
ズン前の肥育豚の抗体保有状況を調査するために、
PEDVに対する中和試験を行った。
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繁殖豚については、ワクチン未接種の２農場、未経
産から７産の２３頭について２０１７年シーズン夏期に採材
を行い検査した。２農場の PED発生歴は１農場が
２０１３年シーズンに発生し、もう１農場は未発生であっ
た。
肥育豚については１年以上PEDが発生していない

農場を対象に検査した。検体は２０１６年シーズン及び
２０１７年シーズンの５月から６月にと畜場で採材した血
清を供試し、それぞれ２０農場５０頭、計４０農場１００頭とし
た。肥育豚検査農場の飼養形態は２０１６年シーズンが一
貫農場１０農場及び肥育農場１０農場、２０１７年シーズンが
一貫農場１１農場及び肥育農場９農場であった。
中和試験は PEDV NK９４P６Tr（－）株及び Vero KY

－５細胞を用い、常法に従い測定した 9)。繁殖豚は中和
抗体価２５６倍まで、肥育豚は１６倍まで測定し抗体の有
無を確認した。

３）遺伝子解析
２０１３年シーズン株と比較し２０１８年シーズン株に変化
がないか明らかにするために、２０１３年シーズンの養豚
密集地域のPED発症豚の糞便からダイレクトに抽出
した遺伝子１８検体、及び同様に抽出した２０１８年シーズ
ン発症豚由来遺伝子２５検体についてPEDV特異遺伝
子を増幅させ、そのS１遺伝子領域約１，５００塩基対を解
析し比較した 2)。

４）再流行直前の状況についてのアンケート調査及び
発生農場の聞き取り調査
農場間のPED感染拡大要因や発生農場と非発生農

場における対策の違いを検証するために、アンケート
調査並びに発生農場についての聞き取り調査を行った。
アンケート調査は、養豚密集地域の全ての農場を対
象に２０１９年１１月に郵送による回答形式で行った。２０１８
年シーズン再流行前の状況を対象とし、発生農場では
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発生前の２週間、非発生農場は同一市町内で初めて発
生した日以前の２週間を調査対象期間とした 5)。調査
項目は①農場基礎情報 ②農場内の衛生対策 ③農場へ
の車両の出入り ④出荷方法 ⑤排泄物の処理方法 ⑥
死亡畜の処理の６項目とした。項目及びその内容を表
１に示した。アンケート結果は発生農場と未発生農場
に分けて集計し、c2検定において有意な関連がみられ
た項目に関して、Microsoft Excelを用いてオッズ比及
び９５％信頼区間を算出した。聞き取り調査では２０１８年
シーズンに発生した全農場を調査対象としワクチン接
種、もしくは症状低減のために野外株に強制的に感染
させる馴致を発生直後に実施したか聞き取りを行った。
聞き取った内容から、それぞれにおける哺乳豚致命率
及び症状消失までの日数をワクチン未接種農場もしく
は馴致未実施農場のそれと比較した。なお、哺乳豚致
命率及び症状消失日の算出方法及び比較検定方法は、
項目「１．１ 発生状況の比較」で示した方法に準じた。

２．成績
１）発生状況の比較
養豚密集地域４市町には調査時２１８農場が存在した。

各シーズンの発生数及び発生率を表２に示した。２０１３
年シーズンの発生率については２０１３年シーズンの農場
数が不明であったため、２０１８年シーズンの農場数を分
母として算出した。２０１８年シーズンに発生した８３農場
のうち６３農場は２０１３年シーズンにも発生経験があり、
２０１８年シーズンに初めて発生した農場は１２農場であっ
た（残り８農場は２０１４から２０１７年シーズンに発生）。発
生率は２０１３年シーズンでは市町Ａが最も高く２０１８年
シーズンは市町Ｃが高かった、一方で市町Ｂは両シーズ
ンで最も低かった。発生率は両シーズンとも市町Ａ、
Ｃ及びＤでは４５％以上であったのに対し、市町Ｂは２０％
未満であった。
発生頭数は、２０１３年シーズンが１２３，２９６頭、２０１８年

シーズンは９９，２７２頭で、１件当りの平均発生頭数はそ
れぞれ１，３５４．９頭及び、１，１９６．０頭であった。哺乳豚の

致命率は２０１３年シーズンの２７．９％に対し、２０１８年シー
ズンは２１．２％であった。症状消失までの日数は２０１３年
シーズンが中央値４４．０日（第１四分位数３６．０日及び第
３四分位数５０．０日）、２０１８年シーズンは中央値２３．５日
（第１四分位数１２．０日及び第３四分位数３６．０日）で２０１８
年シーズンが優位に短かった（ t値＝０．０１）。発生農場
のうちワクチン接種を行っていた農場は、２０１３年シー
ズン９１農場中２９農場であったのに対し、２０１８年シーズ
ンは８３農場中４６農場と増加していた。

２）PEDV抗体保有状況
繁殖豚の抗体保有率は７３．９％（１７/２３頭）で抗体価は

２倍から６４倍であった。発生歴のある農場は５８．３％
（７ /１２頭）が抗体を保有し、未発生農場においても
９０．９％（１０/１１頭）で抗体が検出された。
肥育豚の農場抗体保有率は、２０１６年シーズン９０％

（１８/２０農場）、２０１７年シーズン８５％（１７/２０農場）であっ
た。一方で個体抗体保有率は２０１６年シーズン７６％
（７６/１００頭）、２０１７年シーズン３９％（３９/１００頭）であっ
た。農場の飼養形態で差は認められなかった。

３）遺伝子解析
２０１３年シーズンのPED発症豚材料から検出された
PEDV特異遺伝子１８検体については、１７検体が北米型
で、１検体がINDELs型の遺伝子配列であった。２０１８
年シーズンの検体は全て北米型の遺伝子配列であった。
２０１３年シーズンと２０１８年シーズンに流行した北米型株
間の相同性は塩基配列で９８．２～９９．２％、アミノ酸配列
で９６．２～９９．２％であった。

４）アンケート・聞き取り調査
再流行直前の状況についてのアンケート調査では、
 c2検定の結果、３１項目中１２項目で発生と未発生の関連
が認められた（表３）。
なお、養豚密集地域４市町の２１８農場中１０６農場から

回答を得（回収率４８．６％）、そのうちの２０１８年シーズン
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発生農場は８３農場中４６農場（回収率５５．４％）、未発生農
場は１３５農場中６０農場（回収率４４．４％）であった。
県内発生農場全てからの聞き取り調査では、発生農

場の５６．６％（４７/８３農場）がワクチンを接種し、４３．３％
（３６/８３農場）が馴致を行っていた。ワクチンもしくは
馴致を実施したか否かで平均致命率に有意な差はな
かった。症状消失までの日数はワクチン接種の有無で
有意差はなかった。一方で、症状消失までの日数は馴
致実施有で中央値２９．０日（第１四分位数２２．０日及び第
３四分位数４８．５日）、実施無で中央値２１．０日（第１四分
位数１３．０日及び第３四分位数３２．０日）と発生直後の馴
致実施の有無で有意に延長した（表４）。

３．考察
２０１３年シーズンと２０１８年シーズンで養豚密集地域４
市町の発生状況は同等であった。今回、発生農場のう
ち７１農場が再発生であり、２０１３年シーズンからの５年
間で複数回発生している農場も存在した。複数回発生

している農場と他の農場に飼養形態等の差は見られず、
原因は分からなかった。また、市町Ａ・Ｃ・Ｄと市町Ｂ
で発生率に差があった。これは市町Ａ・Ｂ・Ｃの市境付
近に特に農場が密集しており、その密集地域で感染が
広まった一方、市町Ｂは他の市町との境以外にも広く
市内に農場が点在しており、市境の農場のみでの発生
にとどまり発生率が低くなったと考えられた。このこ
とからPEDの流行には密集度相等の地理的要因が関
与していると考えられ、後述のアンケート調査からも
同様の結果が得られた。症状消失までの日数は２０１８年
シーズンで短縮していたが、これは過去に感染経験が
ある豚が存在すること、飼養者の対応が早くなったこ
と等が理由として考えられた。哺乳豚致命率に差が
あったことについては、２０１８年シーズンの発生は飼養
頭数が多い農場の方が症状消失までの日数が長い傾向
にあり、致命率を押し上げた可能性があるが、詳細は
わからなかった。
著者らは当初、今回の流行は２０１３年シーズンから時
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間が経過し、免疫を持っていない若い繁殖豚が増えた
ために起きたのではないかと考えていた。しかし、１
農場だけの成績ではあるが、PED発生歴やワクチン使
用歴のない農場の繁殖豚群で、高い抗体保有率であっ
た。終息から１年以上経過した農場の肥育豚も抗体を
保有していた。これは発生が認められなかった農場で
も PEDVに感染していたことを示し、発生が少な
かったシーズンでも潜在的に多くの農場にPEDVが
浸潤していたことを示唆するものである。このことか
ら養豚密集地域にPEDVが常在化していることが考
えられる。また、２０１８年シーズンは近隣県でのPED
の流行がなく、県内に豚を頻繁に導入する県での発生
がなかったことから、常在化したPEDVによる再流行
と推察された。しかしながら、個体抗体保有率は２０１６
年シーズンに比較し、２０１７年シーズンは半数近く減少
していた。これは２０１７年シーズンの発生数が少なく、
地域的にPEDVが蔓延せず、新たなPEDの発生源と
なるウイルスが農場外から侵入していなかったためと
考えられる。個体抗体保有率の減少、すなわち農場の
免疫状態の低下が再流行につながった可能性も考えら
れ、今後継続して抗体保有状況の推移をモニタリング
していく必要があると考える。
PEDV遺伝子の中で比較的変異が起こりやすいとさ

れているS１遺伝子で、２０１８年シーズン株と２０１３年シー
ズン株は９８％以上の相同性であった。他県の代表株と
の相同性も同様であったことから（データ未記載）、
２０１８年シーズンも２０１３年以降日本で発生している北米
型による再発であったと考えられる。
アンケート調査の解析について、本来であれば単変

量解析において有意であった項目を同一モデルに含め
て多変量解析を行うが、今回多変量解析を行うことが
できなかったため、単変量解析の結果から考察を行っ
た。基礎情報から、半径５００ m以内に農場がないこと
で、発生が少なくなった。これは発生状況の比較で示
唆されたPEDの流行には密集度相等の地理的要因が
関与していることを補完すると考えられる。獣害対策
の３項目は、ネズミ対策と防鳥ネット設置の２項目が
関連項目となったが、対策実施農場の方が発生率が高
かった。獣害対策の実施が何らかの関与を及ぼしてい
た可能性も考えられるが、その関連性は不明である。
と畜場については、と畜場Ｅが関連項目となったが、
本場は県内最大のと畜場であり多くの農場が利用して
いることからと畜場の利用状況について回答数を増や
し、再調査する必要がある。肥育豚の出荷車両につい

ては、出荷業者を利用することが関連項目となった。
これは、出荷業者によっては、複数の農場の出荷を請
け負い、１日に複数回と畜場に入るため、と考えられ
た。圃場については、農場周囲に他の農場の圃場があ
る場合が関連項目となった。しかし、その圃場の使用
者が不明である場合が多くみられたことから、圃場の
使用状況の詳細を調査する必要がある。死亡畜の処理
については、回収業者Ｌが関連項目となったが、Ｌは回
答のあった発生農場の６０．８％が利用しており、より詳
細な回収業者の利用状況を調べる必要がある。関連項
目となった死亡畜の集積ポイントＯは、回収用のコン
テナを常時設置している他のポイントと違い、回収日
のみ利用可能で多くの農場が同時に集まるため感染リ
スクが高くなったと考えられた。しかし、車両消毒の
項目では関連が見出されなかったことから、消毒方法
や消毒時間等のより詳細な調査が必要と考えられた。
聞き取り調査から、ワクチンの使用では哺乳豚致命
率及び症状消失までの日数に有意差は無かった。今回、
ワクチン接種については、発生前の使用の有無しか聞
き取っておらず、ワクチンを接種していた期間や接種
回数といった具体的な接種状況を確認しておらず、今
後接種方法等についても聞き取る必要がある。また、
馴致の実施は症状の消失を遅くする可能性が示唆され
たが、本調査では馴致の具体的な実施時期及び馴致の
手法を調査していないため、更なる調査が必要である。

おわりに
抗体検査及び遺伝子解析の結果から、今回のPEDの

流行はPEDVの変異等によるものでなく、県内養豚
密集地域に２０１３年シーズン以降PEDVが常在し、常在
化したPEDVにより引き起こされたことが推察され
た。しかし、地域全体としては常在化によるウイルス
の暴露を受けており、免疫保有状況であったことが考
えられる。ところが２０１８年シーズンの再流行は初発時
と変わらない発生状況であった。今後も再々度の流行
が危惧されることから、アンケート調査で示された関
連項目について対策を講じるとともに、より詳細に分
析を進める。また、再流行の直前に個体の抗体保有率
が減少していたことから、継続して抗体の保有状況を
確認していく予定である。

利益相反状態の有無
すべての著書は開示すべき利益相反はない。
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